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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大救済のための個人所得税免除 

2021 年 3 月 19 日に発行されたタイの財務省令（No.372）では、COVID-19 感染拡大

に対応した以下のいずれかの制度に基づく現金支給又はその他の給付で 2020 年の課税

年度に受け取った所得について、個人所得税免除を規定しています。 

• COVID-19 感染拡大の影響を受けた個人を救済・補償する財務省のプロジェクトから

受け取った現金及び同感染拡大の影響を受けた事業者の従業員のうち労働省から

の支援を過去に受けていない者を補償する同省プロジェクトから受け取った現金 

• 宿泊費、食費、入場料、「一村一品運動」（OTOP：One Tambon One 

Product Concept）で購入した商品、スパやマッサージのサービス、タイ国内観光促

進キャンペーン「Rao Tiew Duay Gun」での車や船のレンタル料若しくは航空券などの

補助という形で受け取った現金若しくはその他の給付 

• 「Gum Lung Jai」キャンペーンで旅行代理店を通じて予約された旅行パッケージの費用

に対する補助金 

• タイ国内消費促進キャンペーン「Khon La Kreung」により政府の電子プラットフォームを

利用して購入した食品、飲料、その他の製品にかかった費用に対する補助金 

 
 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/th/Documents/tax/th-tax-newsletter-en-apr2021.pdf
https://www2.deloitte.com/th/en.html


商業銀行の組織再編により発生した費用の所得控除の基準を示す通達 

タイ歳入局長官は 2021 年 3 月 22 日に通達（No.404）を発行し、商業銀行の合併や

事業の一部／全部の譲渡に要した費用の所得控除を受けるための規則と基準を示しまし

た。これらには以下が含まれます。 

• 合併又は事業の一部／全部の譲渡に関連して、コンピュータプログラムへの投資又は

恒久的な建物（居住目的で利用される土地及び恒久的な建物を除く）の改変／

改良に関連する費用については、所得控除の基準は以下のとおりです 

1. 合併又は事業の一部/全部の譲渡に伴う不動産への投資又は改変／改良に関

連する費用でなければならないが、他方、タイ歳入法第 65 条（5）に基づく現

状維持のための修繕に関連する費用であってはならない。この費用は、合併又は

事業譲渡の日から 2022 年 12 月 31 日までの期間に支払われなければならない 

2. タイ国歳入法第 65 条（2）に基づき、資産が最初に減価償却された会計期間

に実際に支出された金額を控除することができる 

3. 支払に関する証憑を税務担当官が確認できるようにしておく必要がある 

• 合併により新設された商業銀行、又は事業の一部／全部の譲渡を受けた商業銀行

は、歳入局長が定めた書式に従って、当該控除の対象となる財産又は費用の詳細

を記載した報告書を作成しなければなりません。この書類は、税務担当官が確認で

きるように事業所で保管しなければなりません。当該資産は、商業銀行が管理する

資産登録簿又は類似の文書に含まれていなければなりません 

 

最近発行されたタックスルーリング 

貸倒損失の償却 

概要：A 社は B 社に対して販売を行ったが、B 社の購入代金のうち 2 億 6,500 万バーツ

が未払となっていました。A 社は B 社に対し、売掛債権を回収するために民事裁判所に訴

訟を起こしました。裁判所の手続により、B 社は A 社に対して 1 億 1,500 万バーツを支払、

A 社は 1 億 5,000 万バーツの未払額を請求しないことで合意しました。裁判所は和解判

決を下し、2020 年に判決を順守するという当事者の意思を確認する書面を発行しまし

た。A 社は、和解したとおりに B 社から 1 億 1,500 万バーツのみの支払を受けた場合に、

2020 年に 1 億 5,000 万バーツの未収部分を貸倒損失として損金処理のできるか否かにつ

いて、タイ歳入局に対して確認を求めました。 

判決：タイ歳入局は、タイ国税法典第 65 条（9）及び財務省令第 186 B.E.2534 号に

基づく貸倒損失の償却に必要な手続が完了していないため、A 社は 1 億 5,000 万バーツ

の未収金（A 社はこれ以上請求しないことに合意していた B 社の未払金）を 2020 年の

貸倒費用として処理できないとの判決を下しました。  

VAT 登録 

概要：A 氏は、自動車部品等の販売事業を行っていました。2020 年、A 氏は代金

1,798,375 バーツで商品を販売・納品しました。また、A 氏は 2019 年に納品した商品の代

金として 2020 年に 327,225 バーツを受け取りました。そのため、2020 年に A 氏が受け取っ

た金額は 2,125,600 バーツであり、中小企業の課税基準である 180 万バーツ（当時の

VAT 登録基準額）を超えていました。A 氏は、タイ歳入局に対して付加価値税の登録が

必要かどうかの確認を求めました。 

判決：タイ歳入局は、A 氏が 2019 年に以前に販売・納品した商品の代金 327,225 バー

ツも 2020 年に受け取っており、両金額の合計が 2,125,600 バーツ（年間 180 万バーツを



超える金額）であったにもかかわらず、2020 年に販売・納品した商品の合計金額が

1,798,375 バーツであったため、当該金額が 2020 年に発生した VAT の対象となるべき所

得であるとの結論を下しました。したがって、A 氏は VAT 登録の義務を負いません。 
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